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現在もなお存在する深刻な差別 ─部落差別（同和問題）─

　「人権に関する市民意識調査」によると、自分の子どもと同和地区出身者（被差別部落出身者）の結婚について、

自分がとる態度として「まったく問題にしない」とする人は34.1%にとどまっています。さらに、親戚が「誰もそ

れを問題にしないだろう」とする人は17.4%にすぎず、部落差別（同和問題）の根深さがうかがえます。

Ⅱ様々な人権問題

依然としてある差別

仮に、あなたのお子さんが、恋愛をし、結婚したいと言っている相手が同和地区出身者だとわかった場合

①あなたはどんな態度を取ると思いますか

■まったく問題にしない　■結局は問題にしないだろう　■結局は考え直すように言うだろう

■考え直すように言う　■無回答、不明
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2015年度大分市「人権に関する市民意識調査」から

②あなたの親戚はどんな態度を取ると思いますか

■とんでもないと反対する親戚がいるだろう　■口に出して反対する者はいないが、喜ばない親戚がいるだろう

■誰もそれを問題にしないだろう　■よくわからない　■無回答、不明

0% 20% 40% 60% 80% 100%

14.3% 42.5% 17.4% 24.0%

1.8%

　すべての人間は、生まれながらにして、自由・平等であり、人間らしく生きる権利を持っています。この

ことは、誰も侵すことができない永久の権利として憲法に定められています。では、本当に、わたしたち

の社会は、このような権利が十分に尊重されているといえるでしょうか。わたしたちの身近な生活の中

で、人権が不当に侵されている事実はたくさんあるのです。

おかだれ

　「いわゆる同和問題とは、日本社会の歴史的発展の過程において形成された身分階層構造に基づ

く差別により、日本国民の一部の集団が経済的・社会的・文化的に低位の状態におかれ、現代社会に

おいても、なおいちじるしく基本的人権を侵害され、とくに、近代社会の原理として何人にも保障さ

れている市民的権利と自由を完全に保障されていないという、もっとも深刻にして重大な社会問題

である」 1965（昭和40）年「同和対策審議会答申」から

しん がい

しん せき

　明治時代になって、江戸時代の身分制度は廃止されました。しかし、生まれた場所や住んでいる場所

などの理由で避けられるという差別が現在も続いています。これを部落差別（同和問題）といいます。

だれもが生まれながらに持っている権利が奪われてしまうという大変な問題です。
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　このような差別的な身元調査が行われる中、探偵社や興信所には被差別部落の情報が集まり、「部落地

名総鑑」という差別図書が生み出されました。作成販売者の証言によると、結婚や採用で被差別部落出身

かどうかを調査することが多かった経験から、「部落地名総鑑」を出せば売れると考えたことが動機だっ

たようです。企業自体が被差別部落に対する差別体質を持っていたために、採用において被差別部落出

身者を排除するのに使っていました。また個人の場合は結婚相手の身元を調べることが目的でした。こ

のことが大きな事件として取り上げられ、部落地名総鑑はすべて回収されました。その後も減ってきた

とはいえ、依然として身元調査等が行われています。

部落地名総鑑事件
　戸籍法一部改正（1976（昭和51）年）により身元調査が困難になると予想した業者が全国各地の

被差別部落の地名、所在地、戸数等を記載した書籍をひそかに販売。220社をこえる企業が購入して

いたことが（1975（昭和50）年）12月の人権週間のさなかに発覚した。

結婚差別
　結婚をする際に家柄にこだわる慣習がありま

す。そのような意識が強い場合、被差別部落出身

者と結婚すると血縁関係が生じるため、家族や親

戚が結婚を反対することがありました。被差別部落

出身者と分かると結婚を許さなかったり、無理矢

理、結婚当事者同士を引き離したりすることも行

われてきました。そのため、仮に結婚できたとし

ても、それは親族の祝福がない駆け落ち同然のこ

とも多くありました。また、結婚差別を受け、自ら

命を絶つという悲しい事件も起きました。探偵社

や興信所に身元調査等を依頼し、被差別部落出身

者であるかどうかを確認するという差別的な行

為も行われていたのです。

就職差別
　採用に際して本籍を調べる慣習は、身元を確認

するために明治時代の頃からあったといわれて

います。しかし、調査結果には偏見や風評が入り

やすく、真実がゆがめられることがありました。

被差別部落に対する偏見が社会の中に根強く

残っていたため、被差別部落出身であるという理

由だけで不採用とする理不尽な差別選考が行わ

れ、若者たちの夢を奪ってしまう事件が起きてい

ました。

　戦後、人権を尊重することの大切さが社会に浸

透し、このような差別選考の問題が指摘されるよ

うになったのですが、人々の中にある差別意識が

解消されていなかったため、ひそかに探偵社や興

信所に身元調査を依頼する企業が後を絶たな

かったのです。
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～結婚をめぐって～
　2008（平成20）年9月、近畿地方のある県で、結婚をめぐって、親族と名乗る人が、相手の身元
を、電話で市役所に問い合わせるという差別事件が発生しました。電話は一方的で、地名を告げ
「被差別部落かどうか教えてほしい」と言ってきました。理由を聞くと「結婚を考えているので出
身地を知りたい、どこで聞けば教えてもらえるのか」と述べ、「どこでも、そういったことはお教え
しません」と答えると、「教えてくれないなら、最初からそう言ってくれればいいのに」と言って電
話は切れたそうです。
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情報化社会の中で
　2006（平成18）年10月、部落地名総鑑の電子版が見つかったと新聞で報道されました。

　全国の被差別部落の地名、住所、世帯数などのデータを収めたフロッピーディスクを、大阪市内の二つ

の信用調査業者が保管していたとのことです。

　このことは、身元調査などが今現在も行われていることを物語っていると同時に、大量の差別情報が

インターネットによって瞬時にばらまかれる可能性も含んでおり、深刻な問題であると言えます。

　2016（平成28）年12月に「部落差別の解消の推進に関する法律（部落差別解消推進法）」（P14～16参

照）が公布・施行した背景には、こういった現状があります。

　戸籍をめぐる問題と重なるものとして、近年発覚している「土地差別調査事件」があります。「土地差別

調査」とは、不動産の取引や購入、賃貸などにあたって、その物件と被差別部落との関係をたずねたり、調

べたり、教えたりすることです。2007（平成19）年には、調査会社が、被差別部落の所在地などの情報を

報告書としてまとめ、依頼主に提出していたという事件が発覚しました。

　事件の背景には、調査会社、広告

代理店、デベロッパー（開発業者）

はもちろんのこと、情報を求める

市民の姿も見えてきます。今日も

なお人々の中に忌避意識が存在し

ており、被差別部落の土地に対す

る厳しい差別の現実が残されてい

ます。

　結婚差別、就職差別、土地差別に

共通するのは、「自分が被差別部落

出身者とみなされたくない」という

心の奥底にある意識です。　　　　

　このような「避ける意識」は、差

別が現実にあるということが前提

となります。差別があるということ

は、差別に苦しんでいる人がいると

いうことを忘れてはいけないので

はないでしょうか。

しゅん じ ふく

ひ さ べつ

土地差別－被差別部落（同和地区）かどうか－
●2002（平成14）年4月、西日本のある建設会社社員が、被差別部落を市役所に問い合わせる

●2004（平成16）年5月、大手企業社員が顧客の引越し先が被差別部落であることを告げる

●2007（平成19）年7月、大阪市内の調査会社が、マンションなどの建設予定地周辺の立地条件を

　調査する際に被差別部落の所在地などを詳細に調べ依頼主に報告していたことが判明する

●2011（平成23）年2月、東京都内の不動産会社の社員が、顧客からの依頼を受け、被差別部落を

　区役所に問い合わせる
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「キヨメ」から「賤視」へ
　中世（鎌倉時代～室町時代）になると、「ケガレ」が生

じたら、それを「キヨメ」（清め）ることが必要という考

え方が広がり、「キヨメ」にたずさわる人々があらわれ

るようになりました。彼らは寺社に仕えて、「葬送」「死

牛馬の処理」「行刑」「造園」「掃除」などの役目をはたし

ましたが、これらは、いずれも「キヨメ」であり、このよ

うなことは社会生活を送るうえで、どれも大切な役目

であったことはいうまでもありません。ところが当時

の人々は、「ケガレ」や「キヨメ」に触れる人として賤視

しはじめ、差別するようになったのです。学説に若干

の違いはありますが、被差別部落の始まりはおよそ

11～12世紀以降、中世といわれています。

　そのような中世の被差別民の代表が「河原者」と呼

ばれた人々です。記録では、平安時代の中頃に登場し

ますが、その呼び名は河川の近くに住んだことによる

といわれています。中世においては、無税の地であっ

た河原には、ききんなどにより生活の糧を失った人々

が移り住み生業を営んでいたのです。ちなみに、いつ

も洪水などの自然災害に見舞われる河原などは、人

智・人力の及ばない神の手にゆだねられた神聖な場所

という観念があったと説く学説もあります。

日本文化の創始者
　能楽や日本庭園は、日本文化を代表する伝統文化で

す。能楽といえば観阿弥、世阿弥が有名です。この親子

は、南北朝から室町時代にかけて活躍し、能楽を不動

の地位に築き上げました。とくに世阿弥は50余曲の

作品を残し、その多くは今でも演じられています。ま

た、「山を築き、水を引く」技術においては比べものな

しと賞賛された善阿弥は、庭園作りの名手でした。こ

れらの人々は、河原者の出身ですが、文化創造の「特

別の能力」を持った人として畏怖の念で見られ、将軍

などから保護を受けて活躍しました。 

　中世の末、戦国時代になると武具や馬具の需要が

多くなりました。戦乱の世の必需品だからです。これ

に使う皮革の需要と技術も大いに高まりました。こ

れに応えたのが、皮なめしや革製品づくりの技術に

長じていた「かわた」と呼ばれた人々で、戦国大名の

求めに応じながら、その職能を高めていきました。
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部落差別の歴史① ～古代から中世へ～

　「ケガレ」とは、ある事象に触れたり、関わったりする

ことによって、災いや不幸がわが身に降りかかってく

るのではないかと不安や恐れを感じることです。日本

では3世紀前後、邪馬台国のころ「水浴」をして死の「ケ

ガレ」を祓う風習があったことが「魏志倭人伝」によっ

て伝えられています。平安時代には、人や特定の動物

（牛、馬、羊、犬、豚、鶏）が死んだ際や出産の時などに一

定の「ケガレ」が生じ、また、けがれたものや人に直接触

れたりすると、それが伝染する（927年「延喜式」）と考

えられていました。さらに、謀反を起こしたり神社や神

物を汚損したりすると「ケガレ」が生じるとされ、「ケガ

レ」に触れた人は、ある一定の期間、神社に参ったり神

事に参加したりすることは慎まなければならないとさ

れました。

　今なお、わたしたちはこの「ケガレ」思想をもと

にした「女人禁制」をはじめ「清め塩」「六曜」など

の慣習や迷信にとらわれることもあります。

　博多祇園山笠は、かつては詰め所の入口に「不

浄の者立入るべからず」と書かれた立て札が設置

されていました。この「不浄の者」は喪中の人と女

性のことでした。しかし、不浄つまりケガレの考

え方自体が科学的に根拠のないことから、女性差

別につながるとして2003年に立て札の設置は中

止されています。また、「清め塩」についても、「仏

教においては、死はケガレではない」との見解か

ら、仏式の葬式においては配付されないことが近

年多くなっています。

古代からあった「ケガレ」の意識 根拠を問い、議論することで
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　能楽や庭園など、
この時代の芸能、建
築に優れた才能や
技術を発揮したの
は、このころ身分的
に差別されていた
人々でした。

龍安寺 庭園

～伝統文化の創造～
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　太閤検地や刀狩などによって定まった身分は、

江戸時代になって「宗門人別改め」が行われるなど

さらに強められました。身分は、武士と百姓、町人

に大きく分かれ、これらの身分とは別に、えた身

分、ひにん身分などがありました。

　えた身分は、農業に従事して年貢を納めるとと

もに、死んだ牛馬の解体や皮革業、雪駄生産、芸能

なども行っていました。そして役目として犯罪者

の捕縛や牢番などの役人の下働きを務めました。

ひにん身分も、役人の下働きを務め、芸能などで生

活しました。これらの身分の人々は、他の身分から

厳しく差別され、村の祭礼へ参加することができ

ませんでした。

　このように、差別された人々は、忌み嫌われるよ

うな死牛馬の処理や火葬、埋葬、牢番、行刑、警察役

などを課せられていたため、差別意識は一層強め

られました。しかし、差別された人々のこういった

役目により、社会の平穏・秩序が守られたことを忘

れてはなりません。

　また、幕府や藩により、住む場所や職業も制限さ

れ、服装をはじめ、様々な束縛を受けました。これ

は、それぞれの身分のあるべき姿を強め、社会全体

の秩序を引き締めるためでした。この結果、百姓身

分の人々が優越感をいだき、幕府や藩への不満を

そらすことにもなりました。また、差別された人々

の中にも差別をつくっていきました。ひにん身分

は、えた身分より低い位置とされていましたが、

「足抜き」と言って、元の身分に戻ることができる

余地を残したのです。これは、差別されていた人々

を互いに差別させるという巧妙な政策でした。

　中世からの被差別民は固定された身分制度の中

で、被差別部落として把握されることになり、近世

には全国に4000～5000地区の被差別部落が

あったといわれています。

　このように、それまで少しずつ形づくられてき

た社会構造が身分制度化され、支配に利用されて

きたのです。

社会や文化の担い手として
　差別が強まる一方で、差別された人々は、農業を営みながら暮らしに必要な生活用具を専門につくっ

たり、伝統的な芸能を伝えたりするなど、日本の社会や文化を支える一役を担い、なくてはならない存在

でした。
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解剖の様子（想像図）

部落差別の歴史② ～近世～
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～医学の発展を支えた人々～
　小浜藩（福井県）の医者杉田玄白や中津藩

（大分県）の医者前野良沢らは、実際の解剖に

立ち会い、オランダ語で書かれた人体解剖書

の正確さにおどろき、苦心して翻訳し、「解体

新書」と名づけました。　また、このとき実際

に解剖をしながら説明を行ったのは、当時、

百姓や町人とは別に厳しく差別された人々の

一人でした。かれらの持つ技術や知識が、医

学の発展を支えたのでした。
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　江戸時代の中頃になると、商品経済の発展とと

もに身分をこえて人々が交流するようになり、武

士を中心とした支配の仕組みがだんだんと揺ら

ぐようになってきました。

　農村では、豊かな民が土地を買い集めて大地主

化する一方、都市には、故郷の村を去った貧しい

人々が流入し、人々の間に貧富の差が広がり、新

しい社会問題が起こりました。その上、洪水や干

ばつなどの天災に見舞われ、農村の生活はたいへ

ん厳しくなってきました。幕府や藩は、このよう

な社会の変化に対して村人の離村を制限したり、

生活を切り詰めさせたりしました。さらに、幕府

財政のたてなおしのために年貢率を高め、取り立

てを厳しくしたため、人々はしだいに不満をつの

らせ、各地で百姓一揆が目立つようになってきま

した。

　そこで幕府は、支配体制の引きしめをはかるた

め被差別部落の人々に対する差別を強化する「達」

を出しました。諸藩では、家のまわりを竹垣で囲ま

せる、胸に毛皮の目印をつけさせる、渋染の着物を

まとわせる、外から家の中が見えるように長窓を

開けさせるなど、いろいろな制限を加えました。府

内藩でも同じような「達」が出されました。

～豊かだった被差別部落～
　江戸時代の後半、日本の人口は横ばいになります。新田開発も限界となり、人口の増加に必要

な食料が不足したことが一番の原因と考えられています。そのような中、多くの被差別部落では

人口が増加しているのです。これは、厳しい差別のなかにあっても助け合いながら生活を高めて

いき、人口増加を支えるだけの食料つまり経済力を持っていたといえるのです。
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差別の強化

り そん

はん

つ

ねん

いっ き

ぐ

たっし

たけ

ひ さ べつ

がき

しぶ ぞめ

風俗制限の「達」
　被差別部落の者は、近頃身分を忘れ平人と問題を起こすことがあるので、次のようなことを申し渡す。

　近頃、身分を忘れ心得ちがいの者が多い･･･。これまでは、格別の配慮をしてきたが、これからは、平人に

紛れないよう男女とも羽織はもちろん、しまの紋付き衣類などは身につけることのないようにしなさい。

　とは言ってもすぐにはできないと思われるので当分の間、今までの衣類のえりに白の半えりをしなさ

い。今後無紋など決められた衣類ができあがったら申し出て着用するようにしなさい。　　

1845（引化2）年「府内藩記録」

ふう ぞく たっし

まぎ もん

　しかし、圧政に苦しめられた人々は、差別に屈

せず、団結して各地で大名に抵抗しました。県内の

杵築藩では、1805年、支配体制を強化するため、

被差別部落の人々であることがすぐにわかるよう

に水色の襟かけを強制しようとしました。これに対

して、被差別部落の約半数200名は隣の島原領（豊

後高田）に逃散しました。その後、杵築藩は２ヶ月程

で「達」を事実上引っ込め、被差別民衆の勝利で一揆

は終結しました。これは風俗差別に抵抗した、日本

で最初の闘いです。（浅黄半襟掛け拒否逃散一揆）
あさ ぎ はん えり か きょ ひ ちょう さん いっ き

　また、1856年、岡山藩でも、「これまで所持してい

る粗末な木綿の着物ならしばらく着用してよい。

持っているものでも、紋付きはいけない。藍染・渋染

の外は決して新調（購入）してはならない」と被差別

部落の人々に命じたため、服装などにまで加えられ

た制約に対して、数千の人々が立ち上がり、大きな

犠牲を払いながら、無紋の藍染・渋染を着用させる

差別政策を撤回させました。（渋染一揆）

てい

えり

こう

ちょうさん

差別への抵抗
おか

あい

やま

ぞめ
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～商人にとって解放令とは・・・～
　商人たちは「解放令」を歓迎しました。江戸時代まで被差別部落において主要産業であり、大き
な利益を上げていた皮革産業への進出を、商人たちは、ねらっていたのです。「解放令」の中にあ
る「身分 職業 共平民同様とす」という言葉は、誰でも皮革産業に参入ができることも意味して
いました。これ以降、商人たちは、巨大な資金を背景とし、各地で皮革産業の経営を始めていきま
す。こうした状況の中、被差別部落の皮革産業は、徐々に衰退していきます。

だれ

 すい たい

解放へのあゆみ① ～明治から戦前～

ふ つう

ゆう わ

解放令
　明治時代になり、新政府は新しい世の中をつくる

ために様々な布告を出しています。その一つが、

1871（明治4）年8月に出された、「えた・ひにん等

の称を廃し、身分・職業とも平民同様たるべきこと」

という、いわゆる「解放令」となります。被差別部落

の人々は、「解放令」によって平民とされ、法律の上

では平等になりましたが、政府は、部落差別をなく

すための積極的な施策をとらなかったため、実際に

は職業、結婚、住む場所などの面で差別は根強く続

きました。

　1872（明治5）年に新しくつくられた戸籍（壬申

戸籍）には、「華族」「士族」「平民」の他に一切の差別

的な呼び方などを記入してはならないことという

政府の方針が出されましたが、「新平民」などと付記

されるようなこともありました。

　明治の中頃になると近代工業が発達して、市場を

海外にまで求めるようになり、資源の乏しい我が国

では、安い賃金で価格をおさえ国際競争に勝たなけ

ればなりませんでした。こうした状況のもと、職業

の面では、被差別部落の人々がこれまで高い技術で

保ってきた伝統的な皮革産業などは、大企業等の進

出により奪われ、さらに近代的な警察の整備で警備

等の仕事からも追われ、これまでの生業を奪われま

した。社会に残った差別意識により社会進出が阻ま

れたこともあり、被差別部落の人々の生活は一層苦

しくなりました。

　また、徴兵令や地租改正などの維新政策への反対

に加え、被差別民が同一身分になったことへの嫌悪

や忌避の感情から、西日本を中心に「解放令反対一

揆」が起こり、被差別部落は大きな打撃を受けまし

た。大分県下でも「県中四郡一揆」が起きました。

　このような中で、生活改善運動が高まり、団結す

ることで差別撤廃をめざす運動へと発展していき

ました。

「人の世に熱あれ、人間に光あれ」
ー100年をむかえる水平社宣言ー

　大正時代になり、人々の「人権」へのめざめが、労

働争議、小作争議、普通選挙要求運動、婦人運動、民

主主義を求める大正デモクラシーへと発展してい

きました。

　このような中で、差別からの解放を願う被差別部

落の人々は、差別からの解放をめざす運動（部落解

放運動）を進めました。

　西光万吉や坂本清一郎などの奈良県の被差別部

落の青年有志が中心になり、これまでの同情や融和

ではなく、自分たちの力で解放を勝ち取ろうとする

動きが高まり、1922（大正11）年、京都で「全国水平

社」が結成され、運動は全国に広がっていきました。

「人の世に熱あれ、人間に光あれ」と結ぶ水平社宣言

は、我が国最初の人権宣言とも言われ、人々の血を

わきたたせ、人々を差別からの解放に大きく立ち上

がらせたのです。水平社運動は、大人だけの運動で

なく、子どもも多数参加し、全国各地に広がりまし

た。

　大分県では、1924（大正13）年、別府市において、

大分県水平社の創立大会が開催されました。しか

し、昭和の初め頃から、軍国主義が次第に国内を支

配していき、人間の権利や自由よりも戦争への協力

を強いられるようになっていったのです。水平社運

動も厳しい弾圧を受け、運動は事実上とだえるとい

う事態になりました。

しょう はい
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けっ こん
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ひ さん

かく とく

たたか

そっ こう

えが

けい き

ほん

しん ぎ

ごし

「同和対策審議会答申」より
●同和問題は、人類普遍の原理である人間の
　自由と平等に関する問題であり、日本国憲
　法によって保障された基本的人権にかかわ
　る課題である。
●この問題をこのまま放置しておくことは断
　じて許されない。早急な解決こそ国の責務
　であり、同時に国民的課題である。
●「寝た子をおこすな」式の考えで、同和問題
　はこのまま放置しておけば社会進化にとも
　ないいつとはなく解消すると主張すること
　にも同意できない。

「同和対策事業特別措置法」より
●すべての国民は、同和対策事業の本旨を理
　解して、相互に基本的人権を尊重するとと
　もに、同和対策事業の円滑な実施に協力す
　るように努めなければならない（第３条）
●同和対策事業の目標は、対象地域における
　○生活環境の改善○社会福祉の増進
　○産業の振興　　○職業の安定
　○教育の充実　　○人権擁護活動の強化等
を図ることによって、対象地域の住民の社会
的経済的地位の向上を不当にはばむ諸要因を
解消することにあるものとする（第５条）

部落差別（同和問題）を解消するための法律等
●同和対策審議会設置

●同和対策審議会答申

●同和対策事業特別措置法

●地域改善対策特別措置法

●地域改善対策特定事業に係る国の財政
　上の特別措置に関する法律

●人権擁護施策推進法

●地域改善対策特定事業に係る国の財政
　上の特別措置に関する法律の一部を改
　正する法律
●人権教育のための国連10年国内行動計
　画発表

●人権教育及び人権啓発の推進に関する法律

●人権教育・啓発に関する基本計画の策定

●部落差別の解消の推進に関する法律

1961

1965

1969

1982

1987

1996

1997

2000

2002

2016

ふ へん

そう ご

えん

かんきょう

しん こう

じゅうじつ よう ご

ふく し

かつ

解放へのあゆみ② ～戦後～

ひ さ べつ

し さく

し こう

戦後の部落解放運動
　戦後、日本は、民主国家をめざしてきました。解
放運動はいち早く復活し、終戦の翌年には、全国
水平社の伝統を受けついだ部落解放全国委員会
が結成され、戦後の被差別部落の悲惨な生活を改
善するため、部落産業の復活や農地の獲得などを
めざす運動を展開しました。
　そのような中、1951（昭和26）年、京都市で
オールロマンス事件（京都市保健所の職員が雑誌
「オールロマンス」に被差別部落の実態をきわめ
て差別的に描いた小説を発表したという差別事
件）が起こり、部落差別と闘う人々と京都市との
話し合いが行われました。その中で、側溝や道路
などの整備が放置されているところ、水道を引い
ていないところ、長期欠席児童の多い地域など、
様々な問題の重なったところが被差別部落であ
るという現実がはっきりと見えてきたのです。
　この事件を契機に、これらの地域が生活水準の
低い暮らししかできない状態に置かれてきたこ
とが差別であり、それをそのままにしてきたこれ
までの政治にも問題があることが明らかになっ
たのです。その後、日本の民主化を進めるすべて
の人々がつながることにより、被差別部落が解放
されるという考え方が芽生え、連帯意識が全国的
に広がっていきました。その結果、1961（昭和
36）年に、国は、同和対策審議会を設置し、同和問題
を解決するために本腰を入れ始めました。

「同和対策審議会答申」、
　　　そして「部落差別解消推進法」へ
　その後、1965（昭和40）年に「同和対策審議会
答申」がだされ、その理念を法律の中で具現化し
たものが1969（昭和44）年にできた「同和対策事
業特別措置法」です。「解放令」が身分制度を廃止
するといううたい文句にとどまったのに対し、こ
の法律は差別をなくしていく具体的な施策を打
ち出しています。
　同和対策審議会答申が出されて、55年が経過しま
した。差別は解消に向かいつつあると見る人もいる
中、2015（平成27）年度に本市が実施した「人権に関
する市民意識調査」からは、まだ差別が残っているこ
とがわかります。新しい形態の人権問題も出現して
きていることから、わたしたちは、過去の歴史に学び
差別をなくす取組を続けていくことが大切です。
　2016（平成28）年12月、「部落差別解消推進法」が
施行されました。この法律は、なお残る部落差別や情
報化の進展に伴う新たな問題が引き起こされている

ことを踏まえ、わたしたち一人一人がその解消に向
けて理解を深めるよう努力し、部落差別のない社会
を実現することを目的としています。



─ 14 ─

　2016（平成28）年は「部落差別解消推進法」だけでなく、「障害者差別解消法」（４月１日施行、Ｐ23参

照）、「ヘイトスピーチ解消法」（６月３日施行、Ｐ25参照）といった、人権に関する法律が次々と施行され

ました。人権を守る取組は着実に広がりを見せています。しかし、これは法律により守らなければならな

い人がいる、ということの裏返しでもあります。

　法律や制度を整えていくことは大切です。ただし、それを生かしていくのは他ならぬわたしたち自身

の意識です。いわれなき差別に苦しむ人の立場に立ち、「なぜこの法律が必要なのか」「どのような困りが

あるのか」を考えることが大切です。

　2016（平成28）年12月16日、「部落差別の解消の推進に関する法律」（以下、部落差別
解消推進法）が公布・施行されました。

部落差別の解消の推進に関する法律
　（目的）
第一条

　（基本理念）
第二条

　（国及び地方公共団体の責務）
第三条

2

　（相談体制の充実）
第四条
2

　（教育及び啓発）
第五条
2

　（部落差別の実態に係る調査）
第六条

　　　附　則

　　　この法律は、現在もなお部落差別が存在するとともに、情報化の進展に伴って部落差
別に関する状況の変化が生じていることを踏まえ、全ての国民に基本的人権の享有を保障
する日本国憲法の理念にのっとり、部落差別は許されないものであるとの認識の下にこれ
を解消することが重要な課題であることに鑑み、部落差別の解消に関し、基本理念を定め、
並びに国及び地方公共団体の責務を明らかにするとともに、相談体制の充実等について定
めることにより、部落差別の解消を推進し、もって部落差別のない社会を実現することを目
的とする。

　　　部落差別の解消に関する施策は、全ての国民が等しく基本的人権を享有するかけが
えのない個人として尊重されるものであるとの理念にのっとり、部落差別を解消する必要
性に対する国民一人一人の理解を深めるよう努めることにより、部落差別のない社会を実
現することを旨として、行われなければならない。

　　　国は、前条の基本理念にのっとり、部落差別の解消に関する施策を講ずるとともに、
地方公共団体が講ずる部落差別の解消に関する施策を推進するために必要な情報の提供、
指導及び助言を行う責務を有する。
　地方公共団体は、前条の基本理念にのっとり、部落差別の解消に関し、国との適切な役割
分担を踏まえて、国及び他の地方公共団体との連携を図りつつ、その地域の実情に応じた施
策を講ずるよう努めるものとする。

　　　国は、部落差別に関する相談に的確に応ずるための体制の充実を図るものとする。
　地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、その地域の実情に応じ、部落差別に
関する相談に的確に応ずるための体制の充実を図るよう努めるものとする。

　　　国は、部落差別を解消するため、必要な教育及び啓発を行うものとする。
　地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、その地域の実情に応じ、部落差別を
解消するため、必要な教育及び啓発を行うよう努めるものとする。

　　　国は、部落差別の解消に関する施策の実施に資するため、地方公共団体の協力を得
て、部落差別の実態に係る調査を行うものとする。

この法律は、公布の日から施行する。
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平成二十八年十二月十六日　法律第百九号

部落差別解消推進法の施行

し こう
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あなたは、同和問題に関して、現在、どのような問題が起きていると思いますか。

わからない

無回答・不明

特に問題は起きていない

0% 10% 20% 30% 40% 50%

9.5%
35.7%

4.9%
2015年度大分市「人権に関する市民意識調査」から

　この法律ができた背景や、部落差別は許されず解消することが重要な課題であることが第一条

（目的）、第二条（基本理念）で示されています。その中でも、部落差別の現状を示しているのが次の

２点です。

　部落差別解消推進法（P14参照）には、「現在もなお部落差別が存在する」ことが明記されました。つま

り、「部落差別があるかないか」という議論をする必要はなくなりました。しかし、部落差別の存在が多く

の人に実感として共有されているかというと、そうではない現状があると考えられます。「人権に関する

市民意識調査」においても、9．5％の人が「特に問題は起きていない」、35．7％の人が「わからない」とし

ています。なぜなのでしょうか？

　部落差別の存在を誰よりも実感しているのは、被差別部落出身者です。そのように考えると部落差別

の存在について、多くの人の共感を得る最も効果的な方法は、「被差別部落出身者が差別の現状を訴え

る」ことと考えられます。

　しかし、「差別にあったが、自分が被差別部落出身であることをカミングアウトしないといけないの

で、友だちには相談できない」、「親を悲しませるから差別にあったことを言えない」、「自分の経験や思い

を伝えたら、後々差別的なうわさになり、自分や家族がさらに差別を受けるかもしれない」などの声があ

ります。部落差別の現状を正しく認識してもらいたいという思いと、当事者として訴えることによって

受けるかもしれない新たな差別のリスクを天秤にかけた時、多くの当事者はそのリスクの前に立ちすく

んでしまうのです。

　厳しい部落差別の現状が、当事者が訴えるという行為をねじ伏せるのです。その結果、多くの人が「部落差別

を受けたと聞いたことがない」と捉え、そして、「もう部落差別なんて存在しない」と悪気なく思い込んでいく

のです。部落差別は「ない」のでなく「見えにくい」だけなのです。

　部落差別は過去の問題であるというような考え方は誤りであり、現在のわたしたち一人ひとりの問題

であることを認識する必要があります。

なぜ、部落差別解消推進法ができたのでしょうか？

★現在もなお部落差別が存在する

「ない」のではなく「見えにくい」

うった

てん

だれ ひ さ べつ

びん

ふ

※回答の一部を抜粋

とら



　匿名の情報を簡単に信じない、発信源を確かめたり、

様々な情報から判断したりするなど、情報をどう受け止

めるのかを、さらには発信するには責任が伴うことを常

に意識して情報に向き合う姿勢が大切です。

　すべての人の生活を明るく心豊かなものにするため

にインターネットとの関わり方をみつめなおし、本当の

意味での快適な情報化社会を築くことが今わたしたち

に求められています。
「繋がり」大分市人権フォトコンテストの作品
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　インターネットは、わたしたちの生活を飛躍的に便利にし、欠かせないものとなりました。しかし、イン

ターネットの世界にも部落差別が存在するのが現実なのです。

　部落差別についての確かな認識がない人は、上記のような情報に対して、「正しい」とうのみにし、偏見や差

別意識の助長・拡散につながってしまうなど、差別の加害者となってしまう可能性もあります。出合った情報

をすべてうのみするのではなく、まずは立ち止まって冷静に「これは本当なの？」と問い直すことが大切です。

★情報化の進展に伴って部落差別に関する状況の変化が生じている

「これは本当なの？」と問い直すこと

心豊かな生活につなげるには

　2016（平成28）年には、インターネット上で、全国の被差別部落の所在地などを掲載した「全

国部落調査～部落地名総鑑の原典～」なる書籍の出版を予告するような動きがありました。（横

浜地方裁判所が仮処分決定を出し、出版・販売の禁止を命じる決定をしました）

　このような差別図書の出版、さらにはインターネットオークションにかけたり、個人情報を

無料でインターネット上に公開したりするなどのアウティングが大きな問題となっています。

　　※アウティング・・・本人の了解を得ずに、公にしていないことを口外すること

「全国部落調査」復刻版出版事件

そう かん しょ

りょう かい

せき

　反差別・人権研究所みえ（公益財団法人）が、2013（平成25）年に、ある質問サイトを分析した

結果、「同和問題」と検索すると1万件近くの質問があり、上位1000件の内容は、「部落差別って

何？」などの知識を問う質問、「被差別部落の人は怖い」などの偏見に基づく差別的な質問、身元

調査や結婚差別などの相談でした。そして、それらの質問・相談に対する「ベストアンサー」の７

割が、事実に基づかない差別的回答だったそうです。

質問サイトにも・・・
ぶん せき

けん さく

　インターネット上で「部落差別」や「同和問題」などのキーワードで検索すると、トップ画面に

行政や研究所などのサイトが少なく、差別的情報が多くあります。また、フェイク（嘘）ニュース

と言われる、心の中に偏見や差別意識を生じさせたり、差別的言動を扇動したりする目的で掲

載された悪意のある情報がインターネット上にあふれている現状もあります。

悪意を持って

うそ

せん どう

とく めい

ひ やく てき

ひ さ べつ けい さい

へん けん
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2015年度大分市「人権に関する市民意識調査」から

あなたは、同和問題の解決に向けて、次の意見に対してどう思いますか

■そう思う ■どちらかといえばそう思う ■どちらかといえばそう思わない ■そう思わない ■わからない ■無回答・不明

そっとしておけば、

自然と差別はなくなっていく

0% 20% 40% 60% 80% 100%

13.1% 15.6% 14.7% 37.2% 13.9% 5.4%

「寝た子を起こすな」論　～「そっとしておけば、自然と差別はなくなっていく」って本当？～

　「人権に関する市民意識調査」からも28.7％の人が「そっとしておけば、自然と差別はなくなっていく」

と思っていることがわかります。この「寝た子を起こすな」論の根底には、「もう部落差別はない。何も知ら

ない人に教えたら差別が広がる」という考え方があります。しかし、部落差別は「ない」のではなく「見えに

くい」だけで、現在もなお存在するのです。（P15参照）

　部落差別が存在することを前提に、この「寝た子を起こすな」論の誤りについて考えなければなりません。

自分の身に置きかえて想像すると　～差別があるのにそっとしておくということは～

　現在も差別があり、苦しんでいる人がいます。そっとしておけばいいという考え方は、その人に対して、

「耐えなさい」と我慢を強いることになります。それが、どれほどひどいことかは言うまでもないことで

す。もし、自分の子どもや孫が、「いじめを受けている」と訴えてきたら、わたしたちはどうするでしょう

か？「時間が解決するから、そっとしておけばいい」とは答えないはずです。もし自分がこのように助けを

求められたら、きっと、いじめをなくすために何かしらの行動を起こすはずです。そっとしてはおけない

のです。部落差別についても、同じことです。一分一秒でも早く、部落差別をなくすための行動が必要なの

です。

確かな認識を　～そっとしておいても差別はなくならない～

　部落差別の解消を阻んでいる原因のひとつに根強く残る偏見があります。そして、部落差別解消推進法

に「情報化の進展に伴って部落差別に関する状況の変化が生じている」（P16参照）と書かれたように、イ

ンターネット上には悪意のある情報が流されている現状があります。今後、その偏見を修正する、また悪

意のある情報をうのみにしないためには、そっとしておくのではなく、やはり部落差別について「知る」こ

とが欠かせないことです。子どもが「知る」ための出合いは、家庭や学校が大きく担っていると言えます。

その出合いのもと、部落差別を許さない人権意識の確立が図られていくのです。

　以上のことから考えても「寝た子を起こすな」論は間違っていると言えるのです。

部落差別（同和問題）を温存・助長する考え

た が まん

はば

うった

へん けん

しん てん じょうきょう

にな



差別をなくすのは誰？
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2015年度大分市「人権に関する市民意識調査」から

あなたは、同和問題の解決に向けて、次の意見に対してどう思いますか

■そう思う ■どちらかといえばそう思う ■どちらかといえばそう思わない ■そう思わない ■わからない ■無回答・不明

同和地区の人がかたまって
住まないで、分散して住む
ようにする

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18.2% 28.7% 12.0% 8.9% 5.3%26.8%

　「人権に関する市民意識調査」からも46.9％の人が肯定する考えであることが分かります。しかし、

部落差別の存在理由を差別される側に押しつける考え方であり、どこに住んでいても差別されないのが

本来のあり方であるはずです。また、本人に責任のない「生まれ」を否定し、さらには「自分の故郷を捨てる

べき」と押し付けている理不尽さにも気付かなければなりません。この考え方のもとでは、差別された人

の声を奪い、その結果差別が見えにくくなり、差別する側の人に注目することを妨げることになってしま

います。

差別は差別する側の問題
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、感

染者や医療従事者及びその家族等への差別や偏見、

嫌がらせなど、感染者等を責める考え方があること

を、わたしたちは現実として見てきました。このよう

な雰囲気がある社会では、体調が悪くても言いづら

くなり、もし感染していた場合には、感染を広げてし

まう恐れがあります。感染者等を責めても、根本の解

決にはつながらないのです。

　部落差別においても、解消に向けての取組は差別す

る側の問題であり、わたしたちみんなの課題であり責

任であると言えます。何より「差別する側」にいた場

合、差別することにより自分自身や家族をも不幸にし

てしまうことがあると考えると、差別は自分自身の問

題であることは明らかなことです。

　このような問題の解決には、まず理不尽な差別に

気づくこと（人権感覚）、そして「差別を許さない」と

いう思いを行動で示していくことが大切です。気づ

くためには、差別の歴史や現状、差別が起こる理由な

どを学ぶこと（知的理解）が必要となります。さらに、

そのような学びを広げていくために、意見や気持ち

を伝えあえる人間関係をつくっておくことも必要で

す。

　わたしたちは、「やさしく話しかければ、やさしく応

える」など、相手の痛みや悲しみ、喜びなどを自分のこ

ととして感じることができます。感じたことを伝え合

うことで強い絆で結ばれていきます。そのような絆の

輪を広げながら人権問題について学習し、気づき、差

別を許さないという強い気持ちを持ち続けることが、

差別をなくすことにつながっていくのです。

正しく知ることから
エセ同和行為～同和問題の悪用～
　同和問題を口実に、営利行為を行うことを「エセ

同和行為」と言います。同和問題に関する図書の購

入や工事の請負、融資などを強要する事例があり

ます。このような悪質な行為は、同和問題に対する

偏見や忌避意識に乗じるものであり、差別意識を

植え付け、同和問題の解決を阻む以外のなにもの

でもありません。こうした「エセ同和行為」に対応

するためには、ま

ず同和問題をき

ちんと理解する

ことが大切です。

部落差別（同和問題）の解消に向けて

こう てい

さまた

り

しょう

い

ふん い き

きずな

りょう へん けん

ふ じん

こう い

こう

にゅう うけ

き ひ

おい ゆう し
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　部落差別を解消しようとする様々な取組が、わたしたちの身近な暮らしの中の人権の擁護に深く結び

ついています。取組を進めるうえで何より大切なのは、わたしたち一人ひとりが主体的に学習し、行動し

ていくことなのです。

戸籍の交付請求の制限
　他人の戸籍を不正に取得し、身元調査に利用するなど悪質な差別事象が各地で発生していたため、2008

（平成20）年に戸籍法が改正されました。この改正により、「誰でも戸籍謄本等の交付請求ができる」という

従来の戸籍の公開原則を改め、第三者が戸籍謄本等の交付請求ができる場合が制限されました。

せい きゅう

部落差別をなくす取組のなかで

就職の機会均等
　今から40～50年前までは、採用の時、本人と直接関係のない、家族の学歴、親の職業、経済力などを判

断材料にしている企業がたくさんありました。しかし、同和教育の取組が進められる中で、現在、本人の

能力や適性のみで選考するようにされています。高校卒業予定者が就職の際に提出する「全国高等学校

統一用紙」は、1996（平成8）年度から本籍・家族・保護者との続き柄の欄が削除されています。2005（平

成17）年度から、氏名欄の押印不要、保護者の氏名欄の削除、志望動機欄の拡大、「所属クラブ等」を「校内

外の諸活動」に変更するなど、より本人の能力や適性を生かせるものになりました。このように「全国高

等学校統一用紙」は、変化をしていきました。

　しかし、今もなお就職・進学の際の面接試験において世間話のような流れの中で意図的に家族構成や父母の

職業等を聞く不適切な質問がされることがあるのも現実です。また、就学において女子やすでに高等学校を卒

業した受験生が不利になる点数操作がおこなわれたこともありました。「本人には責任のないことではない

か」「本人の努力では 変えようの

ないことではないか」、そういっ

た視点をもつことが求められて

いるのではないでしょうか。

　ある女子大学では、2020（令和2）

年度から自身の性自認にもとづき、

女子大学で学ぶことを希望する人

（戸籍上男性であっても性自認が女

性であるトランスジェンダー学生）

の受け入れを始めました。今では、

そういった女子大学が増えていっ

ています。

き かい きん とう

がら らん さく じょ

おう いん

む しょう

教科書の無償配布
　差別により苦しい生活を強いられた被差別部落の親たちにとって、子どもたちを学校に行かせることは、た

いへん困難なことでした。高知県のある地域の親たちの「せめて教科書だけでも無償に」という切なる願いは

教科書無償化運動となり、多くの人の共感を呼びました。その結果、1963（昭和38）年に「義務教育諸学校の教

科用図書の無償措置に関する法律」が成立し、1964（昭和39）年から、順次すべての子どもに教科書が無償配

布されることになりました。それが今に至り、国民全体の幸せと結びついているのです。

よう ご

ひ さ べつ

そ ち

き ぎょう

ほん せき

こ せき

とうだれ ほん
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　部落差別は、加害者が十分な学びがない中で、偏った情報に出合ったために差別意識を持ったことが大

きな原因の一つとも考えられます。学校教育の中では、子どもの発達の段階に応じて、部落差別（同和問題）

と正しく出合うことをもとに、社会に根強く残る部落差別を許さない人権意識の確立を図っています。

　子どもたちの明るい未来のために、部落差別をはじめあらゆる差別の解消に向けて学校と家庭や地域が

連携を深めていくことが大切です。

　　※大分市の人権・同和教育の取組は、P29～P32をご覧ください

～子どもたちの明るい未来のために～

　住民票の写しや戸籍謄本などは原則本人しか入手する

ことができません。ただし、弁護士、司法書士、行政書士な

どのいわゆる8士業にのみ、「職務上請求」が認められてい

ます。この職務上請求用紙を悪用した不正取得が後を絶た

ず、2011（平成23）年、1万件にもおよぶ司法書士らによる

不正取得事件が起こりました。2017（平成29）年には大分

県内においても、委任状を偽造し、他人の住民票や戸籍謄

本などを不正に取得した事件が起きました。このような不

正請求・取得を防止するための制度が本人通知制度です。

　この制度は、住民票の写しや戸籍謄本などを本人の代理

人や第三者に交付した場合に、事前に登録した人に対し

て、その交付した事実を通知するものです。2012（平成

24）年10月1日から、大分市においてもこの制度が始まっ

ています。一度登録すると永年登録となり、また年齢に制

限がなく、世帯の代表者がその同一世帯員をまとめての登

録もできます。登録できるのは、大分市に住民登録してい

る人・大分市に本籍を有する人となります。

とうこ

ぎ ぞう

せき ほん

　多くの市民がこの制度に登録することで、不正に取得しようとする行為を抑止する力を高めることが

期待できます。差別を許さない、という気持ちを行動に移せる市民が多くいるということは、差別のない

大分市、みんなが暮らしやすい大分市を築いていくことにもつながります。差別につながる身元調査を、

わたしたちの「しない、させない、許さない」という気持ちと行動でなくしていくことが大切です。

いこう よく し

かたよ

部落差別をなくすための行動を ～登録型本人通知制度～

れん けい

事前に登録をしておけば
（①）、第三者が請求し交
付された事実（②）を、本
人に通知する（③）ことに
なり、交付の事実を知るこ
とができます。本人以外の

第三者

① 登録
② 交付

③ 通知
大分市本人

ねん れい

ほん せき


